














































































































































































統的な定義（由里［2009a］ p. 20）よりも拡げ、ICBAにも加盟例が少なくない（Independent 









なお、FDIC（Federal Deposit Insurance Corporation ［連邦預金保険公社］）の調査部門が
近年用い始めている、コミュニティ銀行を業務の質的側面を併せ見て規定する方式（たとえ
ば、地元からの預金とリレーションシップ貸出とに着目し、展開地域が限定的な総資産10億ド







鑑であるCQ Almanacの2009年版（CQ Almanac 2009: 111st Congress 1st Session）ならびに

























の管見の限りで、同法を解説した専門書としては、刊行順にMorris and Price ［2011］、Berson 
and Berson ［2012］、およびEvanoff and Moeller ［2014］が挙げられる。うち最後者は逐条解
説ではなく論考集であるが、連邦準備銀行やFDICなど当局者の同法立法・施行にかかる見解
に接することができる。またAnand ［2011］ は簡便なレファレンス書で、法の内容に関する解
説は簡潔に過ぎる面もあるが、Appendix A （pp. 145-171）にある同法全条項タイトル一覧は
ユニークかつ有用である。
その他、前述のCQ Almanac 2010のpp. 3_10-18（10）もドッド＝フランク法の簡便かつ正確な






















2 （2） 2 月中　　オバマ大統領、ドッド（上院）・フランク（下院）両委員長と数回会談
（1） 6 月17日　オバマ政権、White Paper: Financial Regulatory Reform 公表
（3） 以後～8月11日 財務省、議会に対し金融規制改革法案内容13編を逐次送付





4 2 ～ 3 月上旬　ドッド委員長、共和党シェルビー・コーカー議員たちと協調模索
3 月15日　ドッド委員長、結局単独提案のかたちで改革法案草稿を委員会に提起





















Title I Financial Stability（金融の安定）§（Section）101-§176
 ［いわゆる“too-big-to-fail”問題の防止策］
― 金融システムに重大な影響をもたらす可能性のある金融機関への対処。金融安定監督評議会
（Financial Stability Oversight Council）・金融調査局（Office of Financial Reserach）の設立。
Title II Orderly Liquidation Authority（整然清算権限）　§201-§217
 ［いわゆる、大手金融機関の“living will”［生前遺言］］
― 預金金融機関の整然清算はFDICが所管。整然清算基金（但し事前積立なし）の設立。




Title IV Regulation of Advisers to Hedge Funds and Others §401-§416
 （ヘッジファンドその他ファンド等に対する助言業者に対する規制）
Title V Insurance （保険業務［に対する規制］）　§501-§542
― 連邦保険局（Federal Insurance Office）の設立。州の保険規制の分野の追加。
Title VI Improvements to Regulation of Bank and Savings Association Holding Companies and Depository 
Institutions（銀行および貯蓄金融機関の持株会社ならびに預金金融機関の規制の改善）　§601-§628
― 自己資本比率・貸出限度額規制等、ボルカー・ルール、巨大金融機関のシェア上限。
Title VII Wall Street Transparency and Accountability　§701-§774
 （ウォールストリートの透明性および説明責任）
― デリバティブ市場・取引などの規制。
Title VIII Payment, Clearing, and Settlement Supervision　§801-§814
 （資金移転・精算・決済の監督）
― 金融システム上重要な資金移転・精算・決済組織の指定・監督。
Title IX Investor Protections and Improvements to the Regulation of Securities　§901-§991
 （投資家保護および証券規制の改善）
― 証券取引委員会（SEC）の規制権限強化、企業の役員等報酬に対する投資家監視の強化。
Title X Bureau of Consumer Financial Protection（金融消費者保護局）§1001-§1100H
― 金融消費者保護局（CFPB）の創設。消費者ローン・住宅モーゲージ等にかかる金融取引規制など
の同局への移管。
Title XI Federal Reserve System Provisions（連邦準備制度に関する諸規定）§1101-§1109
― ニューヨーク連銀総裁を大統領任命職に。FRBのガバナンスの強化。
Title XII Improving Access to Mainstream Financial Institutions　§1201-§1210
 （［中低所得層の］主流［高利業者等以外］金融機関との取引の支援）
― 財務長官に中低所得者・少数人種等のための支援プログラムの実施を授権。
Title XIII Pay It Back Act（返済法）§1301-§1306
― 2008年金融危機への対処策に関連した財政負担増に歯止めをかける諸施策。




出所： 筆者作成（邦訳語は松尾 ［2010］ pp. 6-8を主とし、内容面ではMorris and 
Price ［2011］、Anando ［2011］、CQA2010 pp. 3_10-18、Kaiser ［2013］、














































書演説［State of the Union Address］）としては、異例の重点の置き方であった。
前節（3）で紹介した政策過程論のアジェンダ・アプローチにおいて、一般的には大統領は経
済問題に関しアジェンダ（議論すべき政策課題）を設定する力が強くはない、とされる（Calise 

































てまとめられた、本論の検討目的にとり大変有用な書である。同書はpp. 36-38, 75, 374-375な
どにおいて、2009年2月中のオバマ大統領自身を含む政権側とフランク下院金融サービス委員
長（Barney Frank, D-Mass; Chairman, House Financial Servises Committee（13））およびドッド






（White Paper: Financial Regulatory Reform、注1後段参照）を公表し、その後8月11日まで足
掛け3か月にわたり、財務省から具体的な法案の中身が連邦議会に届けられた（大崎［2010b］ 
pp. 80-81、松尾［2010］ p. 11、Kaiser ［2013］ p. 115など）。














政策課題／規定 論議の主論点 財務省法案（2009） ドッド＝フランク法（2010）
①








































































































































































































































ならない、とKingdon ［1984］ は言う（p. 187など）。上記財務省法案の場合、その「専門家た
ち」の一つは米国財務省・FRB（G20財務相・中央銀行首脳会議から金融危機を再度引き起こ
さないよう規制改革を迫られていた）であり（漆畑［2015］ pp. 268-273、松尾［2010］ pp. 4-5、
Kaiser ［2013］ pp. 36-37）、もう一方はハーバード・ロ ・ースクールのウォーレン教授（Elizabeth 
Warren）であった。オバマ大統領の元に設けられた高度な金融法務専門家たちからなる特命
チームは、それら組織ないしは同教授による政策原案を法案化すべく、取りまとめ作業に当
たった（Kaiser ［2013］ pp. 84-86）。
なお、ウォーレン教授が上記⑩の中核をなすConsumer Financial Protection Agency（金融
消費者保護庁、以下「CFPA」とも）を提案したのは、2007年夏のWarren ［2007］およびBar-
Gill and Warren ［2008］においてであった。さらにその前には、クレジット・カードの手数
料・金利約定の高負担の罠を明らかにするWarren and Tyagi ［2003］が刊行されており、その
反響の大きさは同教授が一般にも名をはせる契機となっていた（Kaiser ［2013］ p. 133、Skeel 









































































































 （以上Kaiser ［2013］ pp. 139-140）
ICBAの執行委員たちは、以上のファイン氏の提案を受け入れた。その後、2009年6月・7月
にCFPA（金融消費者保護庁）に関する公聴会が議会両院で開かれた際、上記ファイン氏の弁
のとおり、ABAのトップ・ロビイストのイングリング理事長（Edward L. Yingling, President）
（以下、ファイン氏と同様ロビイストの側面を重視し主に「イングリング氏」と呼称）は両方の
公聴会で意見陳述の機会を得たが、ファイン氏をはじめICBA側は招かれなかった。そのよう







































リサーチ専門家集団を擁してもいた（Kaiser ［2013］ pp. 131, 133）。
また、ABAがコミュニティ銀行の利益にも留意し、また寄与していることも、ある程度事




































































ルが伝わったことを喜んだ（Kaiser ［2013］ p. 160）。
議会の8月休暇期間が明け、下院委員会も稼動し始めて少し経った9月25日、フランク委員
長はファイン氏と二人だけで会談した（以下のフランク－ファインの秘密裡の交渉とその「成



























シュされていたこともあってか（Kaiser ［2013］ pp. 36-37）、2009年秋のフランク委員長の動き
は総じて手際よく（前掲図表2参照）、12月11日には金融規制改革法案（HR4173）（28）が下院本
会議を通過する［（賛成）民主223票－（反対）共和175+民主27票］（CQA2009 p. 3_8; Kaiser 





上記の「密約」とは、あくまで筆者の呼び名であるが、たとえばIndependent Banker, Nov. 










コミュニティ・バンカーたちを招き、彼らの要望を直接熱心に聞いた（American Banker, Dec. 
23, pp. 1&2）が、この会合なども筆者には上記「密約遵守」に対する政権側の一種の「お礼」
と感じられる。そして、オバマ大統領がその席上で改革法案立法化への協力を呼びかけたのに


































































































































とすることは確実」との読みを述べている（American Banker Jan. 7, 2010, pp. 1&3; Bloomberg 





























ち馬」の勢いをも得た（American Banker, Mar. 25, 2010, pp. 1&3; Bloomberg Businessweek, 





















に対しICBAが賛同・協力したのはもちろんであった（Independent Banker, Feb. 2010, p. 20）。
同運動の盛り上がりぶりは、American Bankerも「大手銀行のイメージをさらに悪くし、コミュ
ニティ銀行のそれを大きく押し上げ、金融規制改革の審議にも影響するのでは」と推し量って
特集記事を組んだほどであった（Jan. 12, 2010, pp. 1&3）。
また、金融消費者問題関連のオピニオン・リーダーとしては、3節（1）b）で言及した反ウォー
ルストリートの急舌鋒ウォーレン教授が引き続きメディアの注目の的であったし（Bloomberg 





［American Banker, Mar. 23, 2010, p. 16］、同4月英国の銀行制度改革委員会の発足（35）、同月G20





（Securities and Exchange Commission［証券取引委員会］）がサププライムローン証券化商品
に関連して同社を訴追していたことも加わり、あたかも「重大犯罪事件の容疑者逮捕の場面の















［2010］ p. 44）。経済メディアのBloomberg Businessweekは、上記のゴールドマン・サックス社
の「ショートポジション取引」をもじり、「今度はウォールストリートのロビイストたちを［値
下がりを見越し］先物売りする局面だ」との見出しで、彼らが今までのようには金融規制改革
に抵抗することはできまい、との観察を記した（Apr. 26, 2010, pp. 38&42）。オバマ政権の側、
たとえば大統領首席補佐官のエマニュエル氏（Rahm Emanuel）も、同社の訴追は政権が目指








一人一人問いかけたのに、総じてあいまいな返答しか聞くことができなかった（The New York 


















制改革法案（S3217）の委員会可決・通過にこぎつけた（Kaiser ［2013］ pp. 260-262; CQA2010 
p. 3_4）。そして、前段のc）で述べた“The Goldman Moment”が米国民の衆目を集めた直後
の4月28日、「親ウォールストリート」と国民から見られることを恐れた議会共和党は議事進
行妨害（filibuster）戦術を解き、上院本会議審議の早期開始のめどが立った（Kaiser ［2013］ 































































の2010年5月; CQA2010 p. 3_5; American Banker, May 6, 2010, pp. 1&4）。
【預金保険限度額の恒久的引き上げ】
それに加え、同じく連邦預金保険制度関連では、一預金者一銀行あたりの預金保険限度額が
両院協議会段階で恒久的に25万ドルに引き上げられた（41）（American Banker, May 26, 2010, p. 3 
and Jun. 16, 2010, pp. 1&3; ドッド＝フランク法335条）。これは、Kaiser ［2013］にもCQA2010
にも言及されていない動きではあるが、預金保険限度額の引き上げはICBAの従来からの要求



















ることはなかった（American Banker, Jun. 7, 2010, p. 3 and Jun. 10, 2010, 
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督当局者たちの意向を反映していた（Kaiser ［2013］ p. 309）。また、複数の銀行持株会社の信
託優先証券をまとめ証券化した商品が、サブプライム・ローンの証券化ブーム時に乱発され、
銀行持株会社の安易な自己資本調達にもつながった、という反省もあった（American Banker, 
Apr. 27, 2010, pp. 1&2）。
しかしながら、同証券の自己資本調達手段としての利用は、総資産10億ドル以下のコミュニ




はKaiser［2013］にもCQA2010にも記されていない。ただ、American Banker（Jun. 7, 2010, 

























































ない［too big to fail］金融機関」）を事前に当局が清算処理するため、2000億ドルの清算処理
基金を設け、うち1500億ドルは総資産500億ドル以上の銀行持株会社などから徴収する、とい
う規定（既に注29でも言及）であり、ICBAなどは「“too big to fail”金融機関の当然の負担







（Kaiser［2013］pp. 299-302; American Banker, May 4, 2010, p. 4）。










議会の土壇場で決まった（Kaiser ［2013］ pp. 355-356, 359-361; American Banker, Jul. 1, 2010, 
pp. 1&3; CQA2010 pp. 3_8）。最後までABAや大手・中規模銀行には「請求書」が付いて回る
こととなったが、そのような議会の「しつこい」動きの底流には、既に見たような2010年春
以降の「反ウォールストリート」の機運の高まりを受け、何らかの「銀行税（bank tax）」を












































定取引および投資ファンド（private equity fundsおよびhedge funds）への出資を強く規制す
るこの修正条項は、技術的な理由で上院本会議での採択はなされていなかったが、両院協議会
に上げられることがドッド委員長など上層部で合意されていた（Kaiser［2013］pp. 310-314; 






















































































































































































出所： 各規定の末尾に記した本論当該部分、松尾［2010］ならびにVartanian and Ansell
［2014］のほか、下記の諸文献を参照して筆者作成
* ABA Banking Journal, Aug. 2010, pp. 40-41
** CQA2010, pp. 3_10-18
† American Banker, Mar. 19. 2012, pp. 1&5

































































案・修正案、公聴会等議事録）の参照に関しては、Law Librarians’ Society of Washington, DC（ワ
シントンDC法律司書協会、以下LLSDC）のホームページ中の“Dodd-Frank Wall Street Reform and 
－46－
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Consumer Protection Act: A Brief Legislative History with Links, Reports and Summaries”（http://
www.llsdc.org/dodd-frank-legislative-history；本論で「LLSDC『DF法』ウェブページ」と呼称）が
有用であり、本論執筆に際してもしばしば参照した。
 　オバマ政権からの2009年6月17日規制改革案白書は、同ウェブページの一番上の“Text of Bill 
Versions on Financial Regulatory Reform”の部に記載され、同項目から米国財務省が提供する同文
書ウェブページ（https://www.treasury.gov/initiatives/Documents/FinalReport_web.pdf）にリンク
している。
（2） Dodd-Frank Wall Street Reform and Consumer Protection Act of 2010 （Dodd-Frank Act; PL111-
203）。以下本論では「ドッド＝フランク法」と呼ぶ。なお、上記カッコ書き中の“PL”は“Pub. L. 
No. （Public Law Number）”のさらに簡略な表示で、CQ Almanacをはじめとする議会関係紙誌で通
例用いられており、本論でも以下その略記法を用いることにする。
（3） 1991 年から 1994 年にかけ連邦議会が立法化した主な金融制度改革法は、① Federal Deposit 
Insurance Corporation Improvement Act of 1991（1991年連邦預金保険公社改善法［FDICIA法］; 
PL102-242）、②Riegle Community Development and Regulatory Improvement Act of 1994（1994年
リーグル地域社会開発・規制改善法; PL103-325）、③Riegle-Neal Interstate Banking and Branching 
Efficiency Act of 1994（1994年リーグル＝ニール州際銀行支店効率化法［リーグル＝ニール法］；
PL103-328）の3法である（1995年・1996年には立法成果としては特筆するほどのものはなし）。由
里［2000］5章ではその末尾の「資料」に同3法の内容の要約を記している。









（6） ICBA は、1999 年 3 月の年次総会での改称（Independent Banker, Apr. 1999, p. 9）以前は IBAA
（Independent Bankers Association of America［米国独立銀行家協会］）と称していた。また、IBA
からIBAAへの改称（全米的組織であることを名称上も明確にするためでもあった）の時期は1966
年と考えられる（由里［2016］ p. 37）。
（7） GLB法のサブプライム・ローン問題やその後の金融危機との関連につき、たとえばAndenas and 
－47－
ドッド＝フランク法制定過程における米国コミュニティ銀行業界団体（ICBA）の対応（由里）







ではBerson and Berson ［2012］ pp. 1-2、松尾［2010］ pp. 6-8、および若園［2015］ p. 49を参照した。
（9） より具体的には、LLSDC「DF法」ウェブページ（注1参照）の最も上部のセクション“Text of Bill 
Versions on Financial Regulatory Reform”の1行目にある“07/21/2010 - H.R.4173 as enrolled （w 
bookmarks）& enacted as P.L. 111-203 （848p.）（Remarks）”のうち、“P.L. 111-203”に貼ってあるリ













ター社救済については、同書pp. 603-608 “The Motor City Bailout Begins”を参照。






















introduce）から始まる（Oleszek ［2001］p. 14［“How a Bill Becomes Law” chart］、阿部［1993］























（19） Kaiser ［2013］はpp. 137-138によれば、ICBAのファイン理事長は自身コミュニティ銀行家であった
とともに、地元カンザス州で民主党からの選挙出馬も考えたことのある、民主党にも親近感をもつ人
















（22） Kaiser ［2013］は、その謝辞（Acknowledgements, pp. 387-389）の筆頭に書き記しているように、フ
ランク・ドッドの両委員長およびその委員会スタッフたちに詳細な聞き取りを重ねている。ここ以















として急速に世評を高め、2008年秋にTARP（Tainted Asset Relief Program; 
経営危機に陥った銀行・投資銀行・ノンバンク等を公的に救済する臨時かつ巨額の仕組み［由里
［2009b］ p. 28］）の施行を監視するために議会が設置したCongressional Oversight Panelの委員長に
就いた。オバマ政権発足後は大統領アドバイザー（実態的にはフランク委員長などにとってもアド
バイザー役）として金融規制改革のプロセスの要所要所に関わり（Kaiser ［2013］ pp. 165-166など）、
彼女の政権内での重要性を認めた主要経済メディアもその見解をたびたび追い求めた（一例として、








大統領（すなわち銀行とは性格的に友人になりにくい）」（以上、Kaiser ［2013］ p. 379）。そして2009
年7月（2節（4）b）で述べた、CFPA設置反対に関しフランク委員長の怒りを買った前後）には、イ
ングリング氏自身、同庁は実現するだろうと思っていたが、議会の審議過程には「予期できない展
開」（“We don’t know where things are going to turn out”）があると考え、「『反対』を言い続ける
ことにより修正にこぎ着ける」という「戦術的判断」をした、という（同 pp. 136-137）。
（27） 9月25日の時点で、ICBAは、預金保険料の算定基準の変更につき、下院金融サービス委員会のグ
ティエレズ下院議員（Gutierrez, Louis V., D-Ill）の議案修正案（amendment）提出の約束を既に取
り付けていた。またICBAとFDICベアー総裁との関係は、同総裁の回顧録（Bair ［2012］）pp. 312, 
315-316に記されているように同総裁在任（2006-2011）中ずっと友好的なものであったため、フラ
ンク委員長からの「FDIC総裁の了解取り付け」の条件に対しても、ファイン氏は既に期するところ
があった（Kaiser ［2013］ p. 163）のであろう。
（28） 下院を通過したHR（House of Representatives）4173の原文は、LLSDC「DF法」ウェブページ（注
1参照）の“12/11/2009 - H.R.4173 as passed by the House”のリンクから、U.S. Printing Office提
供の正式版を閲覧・保存することができる。また、同法案の要約はCQA2009, p. 3_6を、同法案の条
項タイトルの邦訳は松尾［2010］ pp. 14-15を、各々参照。















行保険業務規制と州法の同規制との関係に関し先鋭化したが（American Banker, Mar. 9, 1998, p. 2; 
Cocheo ［2004］）、新たにCFPAが連邦の規制官庁として設立されれば再燃することが予想された。
多数の州でビジネス展開する大手銀行は、既存ルールよりも一層、連邦規制が州法に優先するよう、
ビーン議員（Melissa Bean, D-Ill；フランクの委員会内の“New Dems”のリーダー）などに働きか
けていた（Kaiser ［2013］ pp. 184-185; American Banker, Dec. 9, 2009, pp. 1&3）。この“preemption”
問題に関しては、翌2010年5月の上院本会議審議においてもABAなどの金融ロビイストたちが重点
的に働きかけ、上院本会議通過までに妥協を経た規定（American Banker, May 4, 2010, pp. 1&3 and 
May 19, 2010, pp. 1&3）が、ドッド＝フランク法に組み入れられた（Title X, Subtitle D; 松尾［2010］ 
p. 81）。
（31） ABA以外で一つ紹介しておきたい業界団体・ロビー組織が、大手金融機関（銀行が中心だが保険、
資産運用、クレジットカードなども含む）からなるFinancial Services Roundtable（FSR; 旧Bankers 
Roundtable）である（American Banker, May 27, 1999, p. 2; http://fsroundtable.org/about-fsr/）。ABA
は、大手銀行からの支持を巡ってはFSRとの競合があり、それが、本文3節（1）b）に記した年会費
などの要素以外にも、ABAが大手銀行の利益を重視せざるを得ない理由の一つとも考えられる。本
文で挙げたAmerican Banker （Nov. 16, 2009）の記事にはFSRの見解も紹介され、彼らもまた上下院
の審議過程を注視していたことをうかがわせる。
























important financial institutions; SIFIs）に対する規制のあり方は、リーマンショック後の世界的金融
危機を契機に、そのような金融機関を擁する先進諸国共通の課題となった。2010年の英国において
は、同4月にthe Vickers Independent Commission on Banking Reformが時の連立政権によって組成
され、同課題への取り組みが本格化した（Andenas and Chiu ［2014］ Ch. 11）。
















もある。その提示はKingdon ［1984］ pp. 89-91においてなされ、由里［2000］ pp. 203-204にもその要























口座を設定しない旨FDICに届け出る（opt-out）ことも可能であった（Naser ［2008］ p. 39）。同制度
を実施してみればコミュニティ銀行のopt-out届けのほうが目立ったのも（American Banker, Dec. 
12, 2008, p. 3）、「信用補完のニーズ」が金融危機を機に大手・中規模銀行にも実体化したことを示し
ているようである。なお、このTAG口座の2012年末までの期間延長もドッド＝フランク法に盛り込














（American Banker, Jan. 24, 2002, pp. 1&6）。
（45） 2008年10月初旬に米国議会が可決した金融安定化法（Emergency Economic Stabilization Act）によ
るTARP（Troubled Asset Resolution Program ［問題資産買取プログラム］）のサブ・プログラムで
あるTARP資本注入プログラム（TARP Capital Purchase Program ［TARP CPP］）により、監督当
局が公的資本注入により存続可能と判断した金融機関に、2,500億ドルの総資金枠で公的資本注入が
行われた（ABA Banking Journal, Jan. 2009, pp. 28-30）。American Banker（May 25, 2010, pp. 1&2）
によれば、「財務省の近時のデータ」で、736行がTARP CPP資金を利用し、未償還銀行の比率は注
入額が小規模（概ね銀行規模を反映）であるほど高かった。TARP CPPの早期（3年以前）償還は




あったといえよう（American Banker, Jun. 10, 2010, pp. 1&2）。
（46） コーカー上院議員（Bob Corker, R-Tenn.）は、テネシー州チャタヌーガ市のユニークな再生で名を高
め、2006年に上院議員となった。ドッド委員長にとり、勉強熱心で思慮深い同議員は委員会の共和党
メンバーたちとの架け橋的存在でもあり、2010年2月から3月半ばにかけての金融規制改革法案準備
プロセスにおいても、共和党メンバー中最大の協力相手であった（以上、Kaiser ［2013］ pp. 242-256）。
（47） 2010年4月27日のゴールドマン・サックス社審問（4節（2）c）参照）のタイミングが（偶然にして
は）「出来すぎている」、との批判（本文のイングリング氏発言もそれをにおわせている）を意識し、





















（49） 大恐慌期の1933年に制定された銀行法（Banking Act of 1933）には、グラス・スティーガル法と称さ
れる4つの条項（§16,§20,§21,§32）があり、銀行・証券両業務の直接および間接（持株会社方式）
の併営を禁止していた。1999年GLB法［注4参照］はそれらのうち§20および§32を廃止し、持株
会社形態を取れば実態的に銀行業と証券業との兼営が可能となった（Macey et al. ［2001］ pp. 33-34; 




p. 238; 松尾［2010］ p. 164）。
（51） ボルカー・ルールに相当するドッド＝フランク法619条（具体的には同条項によりBank Holding 
Company Act of 1956に追加されたSection 13）は、同ルールの具体的取り決めを5つの連邦金融監
督当局に委ねている（岩園［2015］ pp. 73-74; 松尾［2010］ pp. 165-166）。2013年12月に発布された、
そのファイナル・ルールに関しては岩園［2015］ pp. 121-131を参照。






















議員（Jack Reed, R-RI）およびグレッグ議員（Judd Gregg, R-NH）が彼らのスタッフ（そして大手
投資銀行ロビイストたちも）と熱心に取り組み、SEC（証券取引委員会）および商品先物取引委員会
（Commodity Futures Trading Commission ［CFTC］）の所轄問題につき共和党側の理解が得られる
内容（リンカーン案に比べCFTCの権限を押し戻し）にする修正案を取りまとめ、ドッド委員長が




（Practical Law [2014]; American Banker, Dec. 15, 2014, p. 4, Dec. 23, 2014, p. 16, など）。
















（Independent Banker, Feb. 2013, p. 9 ［ファイン理事長巻頭言］など）、たとえばICBAの銀行規模別
規制の要求とCFPBの「どの銀行で金融取引をする消費者にも同様の保護を」というスタンスとの
調整問題（Motley ［2012］ p. 43）など、新種かつ継続的な課題をかかえることになったことも否めな
い。
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年のICBA Washington Policy Summitの時期が
重なったこともあり、数百人のコミュニティ銀
行家たちが議会で陳情。彼らは200余の集会をも
ち、うち60余で上院議員と議員スタッフたちが
参加。
［デビットカード・クレジットカードの］相互利
用手数料規制にかかる法案につき、それが消費
者ならびにコミュニティ銀行に害を与える旨、
議会に訴え。
“too-big-to-fail”措置が米国民にもたらす害悪を
訴えるラジオCMを流す。
2010年5月
上院法案にかかる、FDICの預金保険料率を銀行
の総資産基準とするTester-Hutchison修正条項
の提出に賛意を表する。ICBAの声明：「今般の
金融危機が示したように、“too-big-to-fail”金融
機関の破綻が金融システムと米国経済にもたら
すリスクはあまりにも大きい。それら金融機関
は、預金保険基金に［総資産額に応じた］応分の 
拠出を行うことにより、自らの規模と業務とが増
大させる上記リスクに関し補償すべきなのです。」
［本声明は、本表で省略した直後の項に付されていた
が、内容的にTester-Hutchison修正条項にかかるコ
メントで配置ミスと判断し、ここに付した。］
相互利用手数料の規制対象からコミュニティ銀
行を除外する修正条項に対し、［大手・中規模行
が設定するより低い手数料率との競合ゆえ］現
実には機能しないものとして反対を表明。
FRBの［連邦準備制度加盟］コミュニティ銀
行・持株会社に対する監督・検査権限を保持す
るHutchinson-Klobuchar修正条項に対し、賛意
を表明。上院［本会議、以下も］、上記相互利用
手数料の規制対象にかかる修正条項を可決。
上院、ICBAが推す大手金融機関破綻に備えた
500億ドルの事前積立制清算基金にかかる条項
を削除。同基金に代わりFDICに財務省からの
借入枠を付与するとともに、FDICが大手金融機
関に対し清算時の正味損失額を請求できる規定
を設けた。
信託優先証券をTier1自己資本から除くCollins
修正条項の撤回要請を継続。その後、総資産150
億ドル未満の銀行持株会社の既発行分に関する
Tier1認容、および総資産5億ドル以下の銀行持
株会社への適用除外が実現。
上院、金融規制改革法案を可決。
ICBA、コミュニティ銀行に［大手・中規模行と］
規制上別立ての扱いをする諸規定を讃えるとと
もに、CFPBにかかる規定に問題が残ること、ま
た相互利用手数料の規制は依然コミュニティ銀
行を害するものであることを指摘。
2010年6月
記者会見にて、上院法案の中の相互利用手数料
規制の問題を特に指摘。
両院協議会、ウォールストリート改革法の協議
会案を採択。
ICBAの声明：「われわれは最終法案のいくつ
かの条項に重大な懸念をいだき、協議過程の間
ずっとそれらへの反対を表明してきた。しかし
ながら、同法案の他の多くの条項には、われわれ
〈資料〉［ICBAの動きの経過表］（続き）
 （各文の主語は別段の記載のない限りICBA。立法過程上の節目となる出来事には下線を付した。）
2010年3月（続き）
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ドッド＝フランク法制定過程における米国コミュニティ銀行業界団体（ICBA）の対応（由里）
が長らく訴えてきたことが反映されており、そ
のことを喜びたい。」
2010年7月
議会両院、ウォールストリート改革法の最終法
案を可決。 ICBAの声明：「われわれは最終法案
のいくつかの条項にいまだ強く反対している。
しかし、ウォールストリート改革法は、金融サー
ビスを提供する諸組織の間に重要な区分―メ
インストリートのコミュニティ銀行とウォール
ストリートの巨大銀行―が存在することを認
識する重要な先例を明瞭に創出する法律であ
る。
オバマ大統領、ドッド＝フランク法に署名。
ICBAの声明：「今般の金融経済危機は、このよ
うな惨状が二度と米国の納税者たちと諸コミュ
ニティを痛めつけることがないよう、改革が必
要なことを示した。ICBAは、同法が、メイン
ストリートのコミュニティ銀行がウォールスト
リートの巨大銀行とは異なる独自の存在である
ことを認識する重要な先例を創り出したこと
を、喜びたい。」
〈資料〉［ICBAの動きの経過表］（続き）
 （各文の主語は別段の記載のない限りICBA。立法過程上の節目となる出来事には下線を付した。）
2010年6月（続き）
